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1）Social Support and Stroke and Coronary Heart Disease. The JPHC Study Cohorts II. Stroke (American 
heart association). Published online on January 31, 2008:http://stroke.ahajournals.org/cgi/content/abstract/
STROKEAHA.107.496695v1






















かにし、2008 年 1 月 31 日付けの米心臓学会誌
Stroke に論文発表するとともに、同研究班の HP
において 2 月 6 日付けで研究成果を発表した 1、2）。
　研究班は、1993 年に茨城県、新潟県、高知県、
長崎県、沖縄県の 5 保健所管内に在住していた 40
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　2007 年 12 月 28 日、回路シミュレーション用
トランジスタモデルの国際標準化機関である CMC
（Compact Model Council）は、高耐圧トランジス



































EDA ベンダによる標準モデルの EDA ツールでの
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
　2007 年12 月28 日、回路シミュレーション用トランジスタモデルの国際標準化機関である CMC（Compact 
Model Council）は、LDMOS（Laterally Diffused Metal Oxide Semiconductor）の標準モデルとして、広島大学で
開発された HiSIM-LDMOS を選定した。この領域で我が国の技術が世界的に認知された初めての成果と言える。
CMC は技術専門家によるモデル評価の後に投票により国際標準モデルを選定している。今回の LDMOS 標準



















































































 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
　脳研究から得られる情報は、医療現場や教育など様々な分野への応用が期待されている。2008 年1月、
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	ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials
　ＪＲ東日本旅客鉄道株式会社、東京大学生産技術研究所の岸利治准教授、横浜国立大学の細田暁准教授ら
は、産学連携の共同研究で、コンクリー トに発生したクラックを自ら治癒する機能を有する「自己治癒コンクリー












































































































1） メッセンジャー HP : http://messenger.jhuapl.edu/
2） ベ ピ ･ コ ロ ン ボ HP : http://www.esa.int/esaSC/
120391_index_0_m.html
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要性を強く警告した 1 ～ 4）。この
ように、地球温暖化問題における
主要な命題は、気候変動の現象そ
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地球温暖化問題に対するサスティナビリティサイエンスの研究動向	－ IPCC第四次評価報告書に対する日本の貢献度から見た課題－
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排出量を民生 ・ 産業 ・ 発電の 3 部門に分け、 経済構造の
違い等を勘案した上で、 多国間交渉で削減目標値を分担す
る。 より多部門に分けるのが 「多部門収斂アプローチ」。















































































































































2001 年に京都議定書から離脱したが、 その後も州政府 ・ 民間企業レベルでは
継続して排出権取引制度の議論が進展。 2007 年中間選挙以降、 連邦政府レベ
ルでも活発化。 COP13 バリ行動計画に参加し、 国際的な緩和措置拡大 （= 全て
の先進国による削減の約束または行動） の枠組み検討の議論に関与を表明。
・ 東海岸９つの州で地域温室効果ガスイニシアティブ （RIGGI） ⇒ 2009 年に排
出権取引制度開始予定で、 2018 年までに現状比 10% 減が目標
・ 連邦議会でも排出権取引制度に関する法案が多数提出 （6 種の温室効果ガ







一貫して気候変動国際交渉を主導。 バーデンシェアリングにより、 EU 全体の排
出削減目標を各国に再配分。 ポスト京都の枠組みについても、  EU-ETS の実績
を軸に、 国際的な排出削減数値目標を設定する京都議定書型制度構築を目指
す。
・ 2005 年 1 月 ： 世界に先駆けて EU 排出枠取引制度 （EU-ETS) を運用開始。
・ 欧州気候変動計画 （2006 年） により、 京都議定書目標達成のために EU 共
通の政策フレームワークを提示。















一つのグループ （G77+ 中国） にまとまり、 先進国に対する交渉力を保持。 内部
は様々に異なる利害関係。 COP13 バリ行動計画では、 国際的な緩和措置拡大
（= 途上国による計測 ・ 報告 ・ 検証可能な方法での削減の行動） の枠組み検討
の議論に関与を表明。
・ 大排出国 （中国 ・ インド ・ 南米） ： 途上国の議論をリード。 先進国への義務
と途上国への支援措置を要求。
・ 産油国 （中東諸国） ： 温暖化対策進展による石油収入減を懸念
・ 小島嶼国連合 ： 先進国 ・ 途上国の区別なく、 厳しい排出削減措置を求める









排出削減義務を負うが、 排出量は増加。 超過分を海外から購入した場合、 1 ～
2 兆円 / 年の国費負担が生じると予測される。 一方、 議定書の衡平性に論点が
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地球科学情報ネットワーク国際センター （CIESIN ・ 米 )
http://www.ciesin.columbia.edu
社会 ・ 自然 ・ 情報科学の融合。 人間 ・ 環境の相互作用。 持続可能
な環境、 幸福、 貧困撲滅。 国連ミレニアムプロジェクトにて空間マッピ





ものづくり、 移動、 エネルギー、 建築、 農業ビジネス、 小売業などの







サスティナビリティ ・ 地球環境センター （SAGE ・ 米）　
http://sage.wisc.edu






持続可能な設計 ・ 企画 ・ 開発。 研究 ・ 教育 ・ コミュニティ参加の相
補的プログラム。
建築 , 建築工学 , 公共 , ビジ
ネス




システム融合 ・ サスティナビリティセンター （CSIS ・ 米）
http://csis.msu.edu
人文社会科学と自然科学の枠を超えた、 創造的システム ・ 分野融合
（環境学 ・ 社会経済学 ・ 人口統計学等）。 地域 ・ 国 ・ 世界レベルの
持続可能に関する COE 構築と研究者養成。
CSIS, 環境科学 , 政策 , 植




環境管理 ・ サスティナビリティコンソーシアム （米）　
http://engg.ksu.edu/CHSR
サスティナビリティサイエンス、 持続可能な開発。 コミュニティ参加。 化学工学 , 農学 研究 , 教育 ,
サービス融合
/GP
デラウェア大学　エネルギー･環境政策センター （CEEP ・ 米）
エネルギー環境政策プログラム
http://ceep.udel.edu.academics/phd/enep.htp
政治 ・ 経済 ・ 環境間の相互作用と政策研究。 4 つの融合的教育プロ
グラム （環境エネルギー政策修士 / 博士 ,　技術 ・ 環境 ・ 社会修士
/ 博士）。
CEEP, 農業天然資源 , 人文
科学 , 工学 , 海洋 , 教育学 ,
公共政策






社会科学 ・ 物理学 ・ 生物科学の融合。 地球システム科学 ・ 環境保
護生物学 ・ 環境科学政策コースからなる学部教育プログラム。
環境科学 , 経済学 , 政治学 ,





環境 ・ 技術 ・ 社会 ・ 開発の統合。 環境問題の理解力 ・ 創造的課題
解決力 ・ リテラシー ・ 多分野協業能力の獲得。 環境と健康、 気候と
エネルギーの持続可能性、 環境管理政策。 修士教育プログラム。
環境科学 ・ 政策 , 地学 , 生
物学 , 数学 , 計算科学








環境 , 大気 ・ 海洋科学 ,　土








の、 T 型能力、 多様な融合分野での研究マネジメント力獲得。 博士
課程副専攻および修士課程プログラム。
環境科学 ・ 政策 , 農業経済
学 , 動物科学 , 生物化学 , 
材料化学 , 他多数




国際サスティナビリティ研究所 （GIOS ・ 米）　
http://sustainable.asu.edu
異分野協業・統合。 諸課題 （都市化、 持続可能なエネルギー・資源、
水資源 ・ 食糧難、 生物多様性喪失、 経済開発と社会変革、 社会経
済的適応力） に対応する次世代リーダー育成。
GIOS, 建 築 , 景 観 , 土 木 ・
環境工学 , 経済 , 地理科学 ,
法律 , 公共政策
研究 , 教育 ,
サービス融合
ノートルダム大学　
生物学 ・ 環境 ・ 社会国際連関プログラム （GLOBES ・ 米）
http://globes.nd.edu
生物学・環境・社会の国際連関。 自然科学・人文学・法学の分野融合。
課題解決型リーダー育成。  博士課程プログラム （NSF 資金）。
生物科学 , 数学 , 物理 , 化
学 , 生化学 , 経済 , 計量経済 ,
哲学 , 歴史




持続可能な農業プログラム （GPSA ・ 米）　
http://www.sust.ag..iastate.edu/gpsa
社会経済 ・ 環境面で持続可能な次世代農業構築。 天然資源多目的
管理。 システム思考、 問題の構造化。 異分野協業 ・ リーダーシップ
能力獲得。
農業 ・ 生物システム工学 ,
農業教育 , 動物科学 , 人類














サスティナビリティサイエンス研究所 （ISSLAC ・ 米）　
http://lacc.fiu.edu/centers_institutes
ラテンアメリカ地域の環境 ・ 社会の相互作用に関する課題解決型融





サスティナビリティ ・ リーダープログラム （米）　
http://www.anderson.ucla.edu/leadersinsustainability.xml
持続可能性に関する異分野融合型思考のリーダー育成。 経営 ,　法学 , 公共政策 , 公
衆衛生 , 応用科学 , 工学 , 
地質 , 経済 , 環境
研究 , 教育 ,
サービス /GP
ピッツバーグ大学　
Mascaro サスティナビリティイニシアティブ （MSI ・ 米）
http://www.engr.pitt.edu/msi
持続可能なコミュニティーインフラ構築のための融合研究を通じ、 工学
系学生を対象とした育成を目指す 。 （NSF ・ 教育省資金）
化学工学 , 他大学 （ペンシ
ルバニア州立大 , カーネギー
メロン大）





生態学 ・ 経済学 ・ 政策科学 ・ コミュニティ ・ 地域開発のアプローチを
統合し、 地域システム機能を理解し、 環境 ・ 経済 ・ 文化的持続可能
性の獲得を目指す。 学者 ・ 政策決定者 ・ 経営者向けに、 地域の持
続可能性課題について、 解決能力を育成する。
北極生物学 , 人類学、 生物
学 , 経済 , 地質 , 地理 , 天然
資源管理 , 政策
研究 , 教育 ,
サービス /GP
ロマリンダ大学　
社会政策 ・ 社会研究プログラム （米）　
http://www.llu.edu/llu/grad/socialwork/phdmain.html
持続可能な開発政策分野に必要な統合的手法の獲得。 健康 ・ 知識
マネージメント ・ 農業 ・ 天然資源管理 ・ 貧困撲滅がアジェンダ。
社会科学 ・ 社会倫理 ・ 研究手法 ・ 統計 ・ 情報技術 ・ 専門社会政策
分野の博士課程向け融合カリキュラム。
社会環境 , 地球 ・ 生物科学 ,
公衆衛生 , 情報地質






人間 ・ 環境システムの相互作用理解。 研究開発とイノベーション政策
とコミュニティ管理の関係改善。 グローバリゼーションと持続可能な開
発。 国際協力ネットワーク構築による能力開発。 農業、 生物多様性、
都市、 エネルギー ・ 資源、 健康、 水の持続可能性。 ポスドク ・ 産官
からの特別研究員が、 最短 5 年間プロジェクトに参画。
国際開発センター , ケネディ
スクール , 公衆衛生 , 医療 ,
教育 , 法学 , ビジネス
研究 , 教育 ,
サービス /PP
ペンシルバニアクラリオン大学　




物理 , 生物 , 化学 , 数学 , コ
ミュニケーション,人類,地質,
地球科学 , 経済 , 哲学
研究 , 教育 ,
サービス /UP
カリフォルニア大学　サンディエゴ校　
環境 ・ 持続可能性イニシアティブ （米）　
http://esi.ucsd.edu
持続可能な課題解決のための教育 ・ 研究能力開発。 国内外 ・ 産学
とのイノベーティブな協業。 地域 ・ 国家 ・ グローバルの課題解決。




注）種別の略号：UP（Undergraduate Program）、GP(Graduate Program)、PP(Post-graduate Program)
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環境クオリティと持続可能な開発 （スペイン ) 
http://wzar.unizar.es/servicios/epropios/oferta/194.html
持続可能な開発、 システム思考、 持続可能性指標、 天然資源 ・ エネ
ルギー利用の環境効率、 水管理、 社会経済組織、 貧困の要因 ・ 因
果関係・解決。融合分野の教育ギャップを補完。企業、国際NPO (Lead)
をはじめ、 学内外から講師を招聘。 技術者、 科学者、 経営者、 教育
者、 政府関係者等、 人文科学系を対象。 持続可能な開発を創造する
人材育成を目指した大学院プログラム。
機械工学 , 化学工学 , 環境
技術 , 応用物理 , 公共法 , 
環境 , 環境教育




社会 ・ 技術 ・ 環境の統合持続可能性センター
（STEPS ・ 英）
http://www.steps-centre.org
2006 年 10 月設立した国際研究ハブ 。 英国政府の経済社会研究カウ
ンシル （ESRC） が支援。 国内外の科学者 ・ 政府関係者 ・ 市民 ・ 産
業界が参画。 ESRC が競争的研究資金提供し 5-10 年プロジェクトを
実施。 持続可能でレジリエンス （適応力） のある社会を実現するため
の、 技術・生態系・社会システムの統合アプローチ構築を目指す。 「食
糧と農業」 「健康と病気」 「水と衛生」 の領域で、 ダイナミクス、 統治、
不確実性な状況下での交渉法、 等をテーマ設定。 現実の課題に有効






持続可能な開発に関する専門知識 ・ スキルの習得。 産学官の研究 ・
経営 ・ 政策マネジメント層を対象。 自然科学および社会科学の複眼
的視野での持続可能性解析、 研究企画 ・ 実行力、 コミュニケーション
能力の獲得。 欧米 ・ カナダ大学との連携構築。 カリキュラムは 「エネ
ルギー・資源」、 「土地利用・環境・生物多様性」、 「環境政策・管理」
の三分野。
コペルニクス研究所 研究 , 教育
マーストリヒト大学　





政府 ・ 産業のグループメンバーとして、 持続可能な開発戦略 ・ 統治
を実践する能力構築。









複雑な課題の解析 ・ 対策立案能力。 多文化 ・ 異分野環境下への適
応力。
持 続 可 能 性 学 セ ン タ ー
（LUCSUS） , 政 策 科 学 , 経
済史 , 環境 , エネルギーシス
テム , 建築 , 設計 , 化学工学 ,
地理 , 法社会学





持続可能なエネルギー ・ 資源 ・ 土地利用、 生物多様性、 環境政策 ・
管理。 人文社会と自然科学の学際融合的視点での持続可能性解析。
修士向けプログラム。








ブ （SPIRIT)、 環境 NPO 「ナチュラルステップス」、 中国昆明大学等
の他大学、 国内研究機関等との協力関係がある。








政府関係者 ・ マスコミ ・ 一般市民とともに、 持続可能な社会実現に向
けた分野融合研究 ・ 対話を行う。 実際の政策や行動に寄与する、 持
続可能に関する知見の集積を目指す。 統合評価 ・ エネルギー ・ 適応
に加え、 国際政策 ・ 国際開発 ・ 都市をプログラムに加える。
ティンドール気候変動研究セ








注）種別の略号：UP（Undergraduate Program）、GP(Graduate Program)、PP(Post-graduate Program)
出典：参考文献 18）
















学科名 参画数 学科名 参画数 学科名 参画数
工学 14 環境科学 6 地質学 3
経済学 12 人文科学 6 公共政策 3
政策科学 11 法学 6 教育学 3
生物学 10 人類学 5 医学 ・ 薬学 3
経営学 10 化学 5 国際開発 2
総合科学 8 地理学 4 数学 2
建築学 7 物理学 4 社会学 2
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on Science and Technology for 



















































制を、2002 ～ 2006 年に設置し
た 19）。本イニシアティブは、①
第一約束期間に我が国の温室効果



























































































































































































































































　IPCC は 第 一 次 評 価 報 告 書
（10 年）以来、ほぼ 5 年ごとに
評価報告書を公表している。評価
報告書の基本構成はほぼ一貫して






























参考文献 2 ～ 4）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 12　IPCC第四次評価報告書におけるCAの国別比率と順位





（影響 ・ 適応 ・ 脆弱性）
第３作業部会
（気候変動の緩和）
1 米国 22.5% 米国 10.0% 米国 18.3%
2 英国 10.4% 豪州 6.3% 日本 7.9%
3 豪州 8.1% 英国 5.9% 中国 6.8%
4 フランス 7.5% カナダ 5.9% オランダ 6.3%
5 中国 5.2% インド 5.0% ドイツ 5.2%
6 日本 5.2% ドイツ 4.5% 英国 4.7%
7 カナダ 5.2% ロシア 3.6% カナダ 4.2%
8 ドイツ 5.2% メキシコ 3.2% インド 4.2%
9 インド 4.6% 中国 2.7% 豪州 2.6%





（影響 ・ 適応 ・ 脆弱性）
第３作業部会
（気候変動の緩和）
1 米国 34.0% 米国 17.8% 米国 13.3%
2 英国 12.4% 英国 12.6% オランダ 5.8%
3 ドイツ 8.1% カナダ 6.6% 日本 4.7%
4 フランス 6.2% 豪州 5.9% 英国 3.7%
5 カナダ 5.3% ドイツ 3.5% 中国 3.7%
6 豪州 4.9% フランス 3.3% カナダ 3.3%
7 日本 4.0% ニュージーランド 3.0% フランス 3.3%
8 スイス 3.5% インド 3.0% ドイツ 3.0%
9 中国 3.4% 中国 2.8% オーストリア 2.8%
10 ノルウェー 1.9% オランダ 2.8% インド 2.6%
14.　日本 1.9%
1Science & Technology Trends   March  2008
地球温暖化問題に対するサスティナビリティサイエンスの研究動向	－ IPCC第四次評価報告書に対する日本の貢献度から見た課題－








































の各 WG の評価報告書 2 ～ 4）を参
照し、CLA、LA および CA それ
ぞれの人数を、所属機関の国ごと
に集計し、全体に占める比率を図





を WG ごとに比較して図表 13 に
示した。
　執筆者全体に占める日本人の比
率の傾向を、WG1 ～ 3 の 3 分野
ごとに比較してみると、第１作業
部会については、CLA/LA が参





位、CA は第 14 位で、全体比率
は 2 ～ 3% の水準にとどまってい
る。第 3 作業部会は他と比較して
日本の位置付けが相対的に高く、
CLA/LA が参加国中第 2 位、CA









































































　 ・ 海洋気候変動観測 ： 8.0%
　 ・ 気候モデル評価 ： 6.0%
　 ・ 世界気候予測 ： 7.2%
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2)     I PCC Four th  Assessment
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全（Environmental, Health and 
Safety，EHS）関 連 の 課 題 と 倫
理・法・社会関連の課題（Ethical, 















































英語では social acceptance また
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Risk Governance Council) と



























































して、第 1 世代と第 2 世代以降
の間に大きな差異があることか
ら，第 1 世代に対応するリスクを




























































































る 6)。また米国科学財団 (National 
Science Foundation: NSF)、 米
国エネルギー省 (Department of 
Energy: DOE)、 米 国 国 防 総 省





図表 4 に示す 7)。
　ナノテクノロジーの環境・健
康・安全関連分野においては、米
国 環 境 保 護 庁 (Environmental 
Protection Agency: EPA) と
米 国 国 立 労 働 安 全 衛 生 研 究 所
( N a t i o n a l  I n s t i t u t e  f o r





既存の体系、例えば TSCA (Toxic 























NTP (Nat ional  Toxicology 
Program)、NEHI (Interagency
Working Group on Nanotechnology






・ 労働環境 ： 米国労働安全衛生局
(Occupational Safety and Health Administration: OSHA)
米国国立労働安全衛生研究所
(National Institute for Occupational Safety & Health: NIOSH)
・ 医薬品 ： 米国食品医薬品局
(Food and Drug Administration: FDA)
・ 食品 ： 米国食品医薬品局 , 米国農務省
(US Department of Agriculture: USDA)
・ 消費財 ： 米国消費者製品安全委員会
(Consumer Product Safety Commission: CPSC)
・ 環境 ： 米国環境保護庁
(Environmental Protection Agency: EPA)
・ 標準化 ： 米国国立標準技術研究所
(National Institute of Standard and Technology: NIST)
図表 3　ナノテクノロジーの健康・環境影響に関する米国政府機関の担当
参考文献 6）を基に科学技術動向研究センターにて作成





　 公 的 機 関 以 外 で は、WWICS 
(Woodrow Wilson International 
Center for Scholars) と ICON 
( In t e rna t i ona l  Counc i l  on 
Nanotechnology) が 活 発 に 取
り 組 ん で い る。WWICS は 世 界
のナノテクノロジーの環境・健
康・ 安 全 関 連 の 公 的 研 究 プ ロ
ジェクトのデータベースを構築
し て い る 10)。 一 方 ICON は ラ
イ ス 大 学 の CBEN (Center for 
















る中核拠点として CNS (Center 
for Nanotechnology in Society)
を公募し、アリゾナ州立大学の
CNS-ASU とカリフォルニア大学
NSF DOD DOE NIH NIST EPA CSREES NIOSH TOTAL
  2006 年度
  実績 21.0 1.0 0.5 5.2 2.4 3.7 0.1 3.8 37.7
  2007 年度
  見込 25.7 1.0 0.0 4.6 1.8 8.0 0.1 4.6 45.8
  2008 年度
  要求 28.8 1.0 3.0 5.7 5.8 9.6 0.1 4.6 58.6
EHS Total NNI Total EHS/NNI
  2006 年度
  実績 37.7 1351.2 2.8%
  2007 年度
  見込 45.8 1392.1 3.3%
  2008 年度
  要求 58.6 1444.8 4.1%












National Institute of Health
National Institute of Standard and Technology
Environmental Protection Agence
Cooperative State Research, Education, and Extension Service (USDA)
National Institute for Occupational Safety & Health
サンタバーバラ校の CNS-UCSB
が 選 ば れ た 12、13)。 ま た CSU-
ASU は 同 様 の 課 題 に 取 り 組 み
世界各国の社会科学者に呼びか
け、「ナノテクノロジーと社会国
際 ネ ッ ト ワ ー ク (International 
Nanotechnology and Society 
Network: INSN)」を 2005 年 1 月
に設立した 14)。このネットワー
クの幹事的役割を果たす機関は










































が 代 表 的 で あ る 15)。 こ れ は
Wuppertal Institute for Climate, 
Env i ronment  and  Energy
（ドイツ）、Empa (Swiss Federal 
Laborator ies  for  Mater ia ls 
Testing and Research、スイ
ス )、Forum for the Future（英






















































































































































　 ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー の 社 会 受
容 に 関 す る 国 際 協 力 の 重 要 性
は、ナノテクノロジー研究開発


























推 進 を 国 家 政 策 課 題 と し て 掲
げる国すべてが認めている。初
めての国際対話は「責任あるナ
ノ テ ク ノ ロ ジ ー の 研 究 開 発 に
関 す る 国 際 対 話 (International 
D i a l o g u e  o n  R e s p o n s i b l e 
Research and Development of 
Nanotechnology)」6) であり、世












関しても、2006 年 7 月に工業ナ
ノマテリアル作業部会 (Working 














国では、2004 年  月に米国材料
試験協会 (American Standard for
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